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令和2年度事業計画
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　平素は公益財団法人高知県生活衛生営業指導
センターの事業に多大なご支援ご指導を賜り、厚く
御礼申し上げます。
　さて、新型コロナ初確認から３年。令和5年5月
8日から、新型コロナウイルス感染症の感染症法
上の位置付けが、「新型インフルエンザ等感染症
（2類相当）」から「5類感染症」に移行され、私たち
は、大きな節目をやっと迎えることができました。
　感染症という目に見えない、思いがけないパンデ
ミックによる様々な制限や困難に対し、対策を思案
し情報を共有し、行政の協力を得て今を迎えており
ます。
　今後、戻ってくるであろう日常に生衛業者といたし
ましては、少しでも多くの人と、時間を共有できるよう、
業界の発信、発展に取組みたいところであります。

　直近では、高知県生衛業推進大会が11月に開催
されます。業界を長く牽引された方、それぞれの
業界の活動に積極的に関わってこられた方々等の
受賞式がコロナ禍のトンネルの先に見いだせた光と
重なるかのようでもあり、これからの業界の活性化
を心から期待する限りであります。
　とはいえ、新型コロナは、依然、「第9波」の中に
あり、また、物価高騰は著しく厳しい側面を抱えて
はおりますが、気を引き締め、確かなあゆみを重ねて
参りましょう。
　末筆になりましたが、
皆様のご繁栄とご健勝
を心より祈念申し上げま
して、挨拶とさせていた
だきます。



高知県生活衛生営業指導センターでは、令和５年６月１日（木）に理事会を、同年６月１９日
（月）に評議員会をそれぞれ開催し、令和４年度事業報告等を原案どおり可決決定しました。
今年度は次の新体制で取り組んでいくこととなりましたので、よろしくお願いいたします。
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理事会・評議員会を開催

生活衛生同業組合の組織強化のため
組合への加入を呼びかけよう

　営業者は自由に同じ業種に該当する組合に加入することができます。
　組合では、組合事務所や保健所等で、情報の交換・研修会・融資の相談をはじめ、各種の行事（事業）
を行っています。特に、組合員であれば、日本政策金融公庫の生活衛生関係融資が一般の営業者
に比べて有利な条件（●融資限度額が大きい ●貸付期間が長い ●金利が低い ●無担保・無保証人
の融資制度が利用できる ●振興事業促進支援融資制度の利用で更に0.30％の金利低減がある等）
で利用できる特権があります。

組合加入の
メリット

組合員に対する
衛生施設の
維持改善・経営の
健全化に対する
指導

営業施設の
整備改善や
経営の健全化
のための
資金の斡旋

組合員の営業に
関する技能の
改善向上の
ための事業

組合員の
福利厚生に
関する事業

組合員の共済に
関する事業

毎年11月
は

「生活衛
生同業組

合

活動推進
月間」です

。

生活衛生同業組合は「生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律」（生衛法）に
基づく営業者の自主的な活動団体で、県内には9つの組合が以下のような事業等を行っています。
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高 知 県 か ら の お 知 ら せ

〈問い合わせ先〉
  高知県健康政策部薬務衛生課　088-823-9672



https://www.jfc.go.jp/ 
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日本政策金融公庫  高知支店  国民生活事業
〒780-0834 高知市堺町2-26
TEL 0570-088529（平日9：00～17：00）

国民生活事業

生活衛生関係営業を営むみなさまへ

振興事業貸付のご案内
　振興事業貸付は、振興計画の認定を受けた生活衛生同業組合の組合員の方にご利用いた
だける融資制度です。生活衛生融資の一般貸付よりも、融資条件（ご融資額、ご返済期間、
利率等）が有利となっています。新たに事業を始める方もご利用いただけます。

お子さまの入学・在学資金を必要とするみなさまへ

国の教育ローンのご案内
　国の教育ローンは、高校、大学等への入学時・在学中にかかる費用を対象とした公的な融
資制度です。お子さま１人につき３５０万円以内（注）を、固定金利（年 1.95％（令和5年5月
1日現在））で利用でき、在学期間内は利息のみのご返済とすることができます。
　詳しくは、「国の教育ローン」で検索していただくか、コールセンターにお問い合わせくだ
さい。

（注）設備資金のご融資額は業種により異なります。
※ご利用にあたっては、振興計画認定組合の長が発行する「振興事業に係る資金証明書」が必要となります。
※お使いみち、ご返済期間または担保の有無などによって異なる利率が適用されます。

【ご相談・お問い合わせは】
教育ローンコールセンター 0570-008656

ハローコール

（または 03-5321-8656）

詳しくはWebで！

https://www.jfc.go.jp/ 
 

 
 

 

インターネットで提供するサービスを無料で
ご利用いただける会員専用サイトはこちら

設備資金 運転資金

１億5,000万円以内
　　～７億 2,000万円以内（注） 5,700万円以内

７年以内（うち据置期間2年以内）20年以内（うち据置期間2年以内）

基準利率、特別利率A、 B、 Ｃ、 Ｊ

国の教育ローン

事業資金相談ダイヤル

0120-154-505
行こうよ！   公      庫

R

https://www.jfc.go.jp/

平日9時～19時
※土日、祝日、年末年始（12月31日～1月3日）はご利用いただけません。

（注）一定の要件に該当する場合は450万円以内

ご 融 資 額

ご 返 済 期 間

利 率（ 年 利 ）


